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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により依然として厳しい状況が続いている。生産

活動は減少している。需要面をみると、個人消費は、一部の業態を除き大幅に減少してい

る。住宅投資は、減少している。設備投資は、弱含みとなっている。公共投資は、堅調に推

移している。輸出は、減少している。観光は、来道者数、外国人入国者数ともに前年を大幅

に下回り厳しい状況となっている。雇用情勢は、有効求人倍率が５か月連続で前年を下回

り、弱さがみられる。企業倒産は、件数・負債総額ともに２か月連続で前年を下回った。消

費者物価は、２か月連続で前年を下回った。
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、６月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を２０．５ポイ

ント上回る３３．４に上昇した。横ばいを示す５０

を１６か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を４．７ポイント上回る３８．２となった。横ばい

を示す５０は１５か月連続で下回った。

緊急事態宣言の解除による経済活動の再開

を受け、現状・先行きともにDIは上昇の結

果となった。

５月の鉱工業生産指数は７９．３（季節調整済

指数、前月比▲５．４％）と２か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲１９．８％と８か

月連続で低下した。

業種別では、食料品工業など３業種が前月

比上昇となった。鉄鋼業など１２業種が前月比

低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～８か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）
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４．乗用車新車登録台数～８か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～３か月連続で来場者なし

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

５月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲９．２％）は、８か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲７５．０％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同

＋５．４％）は、飲食料品、その他が前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比▲７．２％）

は、３か月連続前年を下回った。

５月の乗用車新車登録台数は、８，１４２台

（前年比▲４３．７％）と８か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲４４．８％）、

小型車（同▲３０．８％）、軽乗用車（同▲５５．６％）

となった。

１～５月累計では、６３，５３３台（前年比

▲１９．９％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲２５．０％）、小型車（同▲１１．１％）、

軽乗用車（同▲２３．３％）となった。

５月の札幌ドームへの来場者数は、３か月

連続で来場者なしとなった。新型コロナウイ

ルス感染拡大により営業休止していることが

影響した。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～３か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～２か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

５月の住宅着工戸数は２，８０４戸（前年比

▲５．９％）と３か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１８．７％）、貸家

（同▲３．７％）、給与（同＋１８５．７％）、分譲

（同＋３０．０％）となった。

１～５月累計では１１，０８６戸（前年比

▲５．７％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１２．１％）、貸家（同▲３．９％）、

給与（同▲１７．７％）、分譲（同＋９．１％）と

なった。

５月の民間非居住用建築物着工面積は、

２６２，８５６㎡（前年比＋９７．９％）と３か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋１７９．２％）、非製造業（同＋９０．２％）であっ

た。

１～５月累計では、７９４，６２５㎡（前年比

＋２１．５％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同＋１４１．４％）、非製造業（同

＋１５．３％）となった。

６月の公共工事請負金額は１，６４２億円（前

年比＋１８．２％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋１６．３％）、独立行

政法人（同＋６０．４％）、市町村（同＋２５．９％）

など、全発注者でいずれも前年を上回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年８月号

ｏ．２８９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2020.07.20 14.25.16  Page 3 



航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～４か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～８か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１０か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

５月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１０５千人（前年比▲９１．２％）と４か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲９３．７％）、JR（同▲９３．１％）、フェ

リー（同▲６４．５％）となった。

１～５月累計では、２，５８３千人（同▲５１．８％）

と前年を下回っている。

６月１９日に県をまたいでの移動自粛が全国

的に解除されたことから、今後改善が見込ま

れる。

５月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年比皆減）と８か月連続で前年

を下回った。

５月の貿易額は、輸出が前年比▲２３．８％の

１４０億円、輸入が同▲５１．５％の５６３億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、一般機械、船舶

などが減少した。

輸入は、原油・粗油、航空機類、石炭など

が減少した。

輸出は、１～５月累計では９９５億円（前年

比▲２１．４％）と前年を下回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）

5

倍 ％

-25

-15

-20

-10

-5

0

5

10

4322020/112111098762019/50.00

0.20

0.40

0.60

1.40

1.20

1.00

0.80

１２．雇用情勢～有効求人倍率が５か月連続で低下

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数・負債総額ともに２か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～２か月連続で前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９３倍（前年比▲０．２０ポイント）と５か

月連続で前年を下回った。

新規求人数は、前年比▲２３．３％と５か月連

続で前年を下回った。業種別では、卸売業・

小売業（同▲３３．２％）、サービス業（同

▲３２．０％）、宿泊業・飲食サービス業（同

▲５５．９％）、製造業（同▲２７．４％）などが前

年を下回った。

６月の企業倒産は、件数が２１件（前年比

▲１６．０％）、負債総額が２６億円（同▲２５．３％）

だった。件数・負債総額ともに２か月連続で

前年を下回った。

業種別ではサービス・他が９件、小売業が

３件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は５件

であった。

５月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．３（前月比▲０．３％）となっ

た。前年比は▲０．５％と、２か月連続で前年

を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、５月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（５月１０日）時点で前月比、灯

油、ガソリン価格はともに値下がりした。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２０年４～６月期 実績
前期に比べ、売上DI（△５９）は３６ポ

イント低下、利益DI（△５７）は３３ポイ
ント低下し、業況は３期連続の低下とな
った。新型コロナウイルス感染拡大（以
下、「コロナ禍」と表記）の影響によ
り、売上DI・利益DIは前期に続き全業
種でマイナスかつ前回調査の見通し以下
に下振れした。また、全業種が前期から
大幅に低下した。２００１年の調査開始以

来、業況の水準は過去最低。低下幅は最
大となった。

２．２０２０年７～９月期 見通し
前期に比べ、売上DI（△６２）は３ポ

イントの低下、利益DI（△６０）は３ポ
イントの低下と、業況の低下が続く見通
しで、コロナ禍の影響により依然として
厳しい状況が続くものとみられる。製造
業、非製造業ともに売上DI、利益DIが
さらに低下する見通し。

項 目
２０１７年
４～６７～９１０～１２

２０１８年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２０年
１～３４～６７～９

見通し

売上DI ３ １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △６２
利益DI △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △６０

定例調査

売上DI・利益DIの水準は過去最低、低下幅は過去最大
第７７回 道内企業の経営動向調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０２０年４～６月期実績）

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 コロナ禍の影響により、全ての業
種の業況が大幅に悪化。

売上ＤＩ △３ △１１ △２３ △５９ △２９ △６２
利益ＤＩ △８ △１１ △２４ △５７ △２９ △６０

製造業 全ての業種で業況悪化。
売上ＤＩ △４ △１０ △２９ △６７ △３７ △６９
利益ＤＩ △２ △９ △２５ △６８ △３５ △７２

食料品 全ての業態で売上DI・利益DIともに大幅
悪化。特に、製菓・水産が大幅に悪化。

売上ＤＩ △１２ △３ △３６ △８３ △２６ △８８
利益ＤＩ △５ ３ △３７ △８０ △２６ △８５

木材・木製品 売上DI・利益DIともに大幅悪化。
製材業の落ち込み幅が大きい。

売上ＤＩ △１０ △１１ △３６ △８４ △４５ △７９
利益ＤＩ △１０ △１６ △２７ △８４ △４５ △７９

鉄鋼・金属製品・
機械

売上DI・利益DIともに悪化。特に、金属製品
製造業と機械製造業の落ち込み幅が大きい。

売上ＤＩ ２０ ３ △１５ △３９ △３９ △３９
利益ＤＩ ２０ ０ △１２ △４２ △３６ △５２

非製造業 全ての業種で業況悪化。
売上ＤＩ △３ △１１ △２０ △５５ △２５ △５８
利益ＤＩ △１０ △１３ △２４ △５３ △２６ △５５

建設業 公共・民間ともに売上DI低下。
民間工事の落ち込み幅が大きい。

売上ＤＩ △７ １ △１１ △２８ △２３ △３２
利益ＤＩ △１３ △６ △１１ △３１ △２０ △３０

卸売業 全ての業態で売上DI・利益DIと
もに悪化。

売上ＤＩ ８ △８ △３７ △７１ △２７ △７５
利益ＤＩ △３ △１７ △３１ △６３ △２７ △６８

小売業 売上DI・利益DIともに大幅悪
化。大型店は持ち直し。

売上ＤＩ △１０ △２７ △２０ △６３ △２６ △７０
利益ＤＩ △１８ △２３ △３０ △６０ △２３ △６８

運輸業 旅客・貨物ともに業況悪化。
売上ＤＩ ７ △９ △１７ △５６ △２２ △５２
利益ＤＩ ３ ５ △２２ △５２ △３０ △４４

ホテル・旅館業 回答先全ての業況が悪化。
売上ＤＩ △１４ △６９ △６５ △１００ △７６ △１００
利益ＤＩ △１４ △６３ △７１ △１００ △７６ △１００

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △２９ △６２
利益ＤＩ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △２９ △６０

札 幌 市
売上ＤＩ ６ △１ △４ △２ １ △６ ０ ７ △６ △１３ △６３ △２４ △６４
利益ＤＩ △１２ △１６ △１６ △１６ △７ △９ ０ △５ △１０ △１７ △５８ △２２ △５９

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ ３ ６ １５ １８ △１ △５ △５ △５ △１６ △３６ △５０ △２３ △５７
利益ＤＩ △３ △３ ４ ８ △１３ △９ △１４ △３ △５ △３４ △４７ △２７ △５８

道 南
売上ＤＩ △１３ △２９ △１３ △１５ △５ １０ １６ △１９ △１２ △２９ △５９ △４１ △７５
利益ＤＩ △３６ △３６ △２７ △３５ △４９ △１５ △１１ △２６ △７ △１８ △５９ △３５ △７２

道 北
売上ＤＩ １１ △１０ ０ △２ ４ △９ △６ △１２ △６ △２５ △５４ △３６ △５５
利益ＤＩ ２ △６ △２ △２ １３ △４ △６ △８ △１１ △２７ △５５ △３８ △６２

道 東
売上ＤＩ １０ ０ △２０ △１５ △１８ △１４ △１９ △７ △２１ △２２ △６５ △３２ △６０
利益ＤＩ △３ △１７ △２６ △２５ △３６ △１９ △１９ △９ △２５ △３１ △７０ △３６ △５７

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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人手不足
売上不振
諸経費の増加
過当競争
人件費増加
原材料価格上昇

＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�売上不振（６２％） ＋２３ 全ての業種で上昇。製造業・非製造業ともに１位。売上不振が１位と
なるのは２０１２年１～３月期以来、８年３ヶ月ぶり。

�人手不足（３８％） △２０ 全ての業種で低下。微減の鉄鋼・金属製品・機械製造業（４４％）と建設業（７１％）を除き、その他
の業種については大幅に低下。人手不足が２位以下となるのは２０１５年４～６月期以来、５年ぶり。

�人件費増加（２９％） △１３ 主要８業種で低下。

�諸経費の増加（２４％） △１４ 全ての業種で低下。

�原材料価格上昇（２１％） △１１ 全ての業種で低下。

�過当競争（１８％） △２ 製造業（１３％）で５ポイント上昇、非製造業（２０％）で５ポイント低
下。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�売上不振
① ① ① ① ① ① ① ② ① ① ① ① ①
６２ ７１ ７８ ７９ ５３ ７７ ５９ ３７ ７２ ６６ ５６ １００ ５１
（３９）（４９）（５６）（４８）（３４）（６３）（３５）（３０）（４７）（３５）（１７）（７６）（２３）

�人手不足
② ② ③ ② ① ② ② ②
３８ ３０ ２５ １６ ４４ ３２ ４２ ７１ ２１ ３７ ４８ ５ ４０
（５８）（４７）（４４）（４８）（４７）（５６）（６３）（７７）（４７）（５３）（７４）（４７）（６６）

�人件費増加
③ ② ② ② ③ ③ ③ ③
２９ ３４ ４８ ２１ ２２ ３６ ２７ ２７ ２１ ３２ ３２ ２５ ２８
（４２）（４４）（５６）（４８）（３８）（２５）（４１）（４６）（３５）（３８）（４３）（５９）（３４）

�諸経費の増加
② ③ ②

２４ ２７ ３８ ３２ １９ １８ ２２ ２９ ２６ １８ ２８ １０ １２
（３８）（４１）（５１）（３３）（４１）（２５）（３８）（３８）（４７）（４０）（４３）（２４）（２５）

�原材料価格上昇
③ ③ ③ ③

２１ ３２ ４３ ２６ ２５ ２７ １７ ２０ １９ １３ ２０ １０ １２
（３２）（４５）（５４）（４３）（３８）（４４）（２７）（２５）（２９）（３０）（３９）（２９）（１６）

�過当競争
③

１８ １３ ３ １１ １９ ２７ ２０ ２６ ２２ ２１ ４ ３０ ９
（２０）（８）（１０）（５）（６）（１３）（２５）（２１）（３１）（４０）（９）（２９）（２０）

�販売価格低下
③ ③ ②

１４ １７ １５ ２６ １９ ９ １３ ４ ２２ １８ ０ ４０ ５
（９）（９）（５）（１４）（１３）（６）（８）（６）（１６）（５）（４）（６）（９）

	資金調達
③

１１ １２ １５ １１ ９ １４ １１ ６ ５ １８ １２ ３５ ７
（５）（６）（５）（１０）（３）（６）（５）（１）（８）（８）（４）（１８）（－）


価格引き下げ要請 ８ ８ ３ １１ １６ ５ ９ ６ １７ ５ ４ ０ １２
（５）（７）（８）（５）（９）（６）（４）（２）（１０）（５）（－）（６）（２）

�設備不足 ７ １２ １５ ０ １６ １４ ４ ０ ２ ０ １２ １５ ７
（９）（１８）（１５）（２４）（１９）（１３）（５）（－）（８）（５）（４）（２４）（５）

�代金回収悪化 ４ １ ３ ０ ０ ０ ５ １ ９ ５ ０ ５ ７
（２）（３）（８）（－）（－）（－）（１）（－）（４）（－）（－）（－）（２）

その他 ８ ６ ８ ５ ６ ５ ９ １１ ７ １１ ８ ２０ ５
（５）（６）（５）（１０）（６）（６）（５）（４）（６）（８）（４）（６）（２）

（n＝２５７） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�売上・利益ともに減少 ９７ ９９ １００ １００ ９４ １００ ９７ ８５ １００ １００ ９３ １００ １００

�売上のみ減少 ８３ １００ １００ － － － ８０ １００ １００ ６７ ３３ － １００

�利益のみ減少 ４５ ５０ ０ － － １００ ４４ ３３ ０ １００ ０ － １００

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

＜図表１５＞業況悪化した企業における、新型コロナウイルスの影響ありとする回答の割合
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〔参考〕
＜参考図表１＞①～③期間における業種別の売上DI・利益DI（全業種平均の売上DIの最低時期）

①リーマンショック後
２００９年１～３月

②消費税８％
２０１５年１～３月

③新型コロナ感染拡大
２０２０年４～６月（今回）

実績 実績 実績 ①との差

全産業
売上ＤＩ △５１ △２３ △５９ △８
利益ＤＩ △４４ △１９ △５７ △１３

製造業
売上ＤＩ △４７ △１４ △６７ △２０
利益ＤＩ △４８ △１７ △６８ △２０

食料品
売上ＤＩ △３３ △３ △８３ △５０
利益ＤＩ △２０ ０ △８０ △６０

木材・木製品
売上ＤＩ △６８ △１９ △８４ △１６
利益ＤＩ △６４ △２９ △８４ △２０

鉄鋼・金属製品・
機械

売上ＤＩ △５２ △１５ △３９ １３
利益ＤＩ △５５ △２１ △４２ １３

非製造業
売上ＤＩ △５２ △２７ △５５ △３
利益ＤＩ △４３ △１９ △５３ △１０

建設業
売上ＤＩ △５５ △２３ △２８ ２７
利益ＤＩ △５４ △２６ △３１ ２３

卸売業
売上ＤＩ △５８ △４９ △７１ △１３
利益ＤＩ △３８ △４７ △６３ △２５

小売業
売上ＤＩ △３５ △４８ △６３ △２８
利益ＤＩ △２６ △２２ △６０ △３４

運輸業
売上ＤＩ △３８ △２２ △５６ △１８
利益ＤＩ △１８ １１ △５２ △３４

ホテル・旅館業
売上ＤＩ △７８ ５ △１００ △２２
利益ＤＩ △５２ ６ △１００ △４８

＜参考図表２＞①～③期間の要因となったイベント直前の売上DI・利益DIとの比較

全産業
イベント直前 １四半期後 ２四半期後

実績 実績 前期比 実績 前期比
イベント直前
からの変化幅

①リーマンショ
ック後

売上ＤＩ △１５ △２９ △１４ △５１ △２２ △３６
利益ＤＩ △３４ △３６ △２ △４４ △８ △１０

②消費税８％
売上ＤＩ １７ △１０ △２７ △１１ △１ △２８
利益ＤＩ ５ △２０ △２５ △１７ ３ △２２

③新型コロナ
感染拡大

売上ＤＩ △１１ △２３ △１２ △５９ △３６ △４８
利益ＤＩ △１１ △２４ △１３ △５７ △３３ △４６

※イベント直前の時期～①２００８年７～９月、②２０１４年１～３月、③２０１９年１０～１２月
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第７７回定例調査（２０２０年４～６月期実績、２０２０年７～９月期見通し）
回答期間：２０２０年５月下旬～６月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

＜参考図表４＞①～③期間の要因となったイベント直前の資金繰りDIとの比較

全産業
イベント直前 １四半期後 ２四半期後

実績 実績 前期比 実績 前期比
イベント直前
からの変化幅

①リーマンショック後 △１０ △１３ △３ △１７ △４ △７
②消費税８％ ４ △１ △５ ２ ３ △２
③新型コロナ感染拡大 １ △６ △７ △２３ △１７ △２４

＜参考図表３＞①～③期間における業種別の資金繰りDI（全業種平均の売上DIの最低時期）

①リーマンショック後
２００９年１～３月

②消費税８％
２０１５年１～３月

③新型コロナ感染拡大
２０２０年４～６月（今回）

実績 実績 実績 ①との差
全産業 △１７ ３ △２３ △６
製造業 △２３ ３ △２８ △５
食料品 △２１ ０ △４５ △２４
木材・木製品 △１８ △５ △３２ △１４
鉄鋼・金属製品・機械 △２７ ９ △３ ２４
非製造業 △１５ ３ △２１ △６
建設業 △２１ ３ △１０ １１
卸売業 △９ １ △１９ △１０
小売業 △１０ ０ △２０ △１０
運輸業 △３ ５ △２８ △２５
ホテル・旅館業 △５２ △５ △７５ △２３

※イベント前の時期～①２００８年７～９月、②２０１４年１～３月、③２０１９年１０～１２月

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３７４ １００．０％
札幌市 １４０ ３７．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８２ ２１．９
道 南 ３３ ８．８ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １５．０ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６３ １６．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６８５ ３７４ ５４．６％
製 造 業 １９３ １１４ ５９．１
食 料 品 ６８ ４０ ５８．８
木 材 ・ 木 製 品 ３１ １９ ６１．３
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３３ ５５．９
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２２ ６２．９
非 製 造 業 ４９２ ２６０ ５２．８
建 設 業 １３９ ７２ ５１．８
卸 売 業 １００ ５９ ５９．０
小 売 業 ８７ ４０ ４６．０
運 輸 業 ５１ ２５ ４９．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２１ ６０．０
その他の非製造業 ８０ ４３ ５３．８

業種別回答状況

定例調査
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今回の調査では、全ての業種で業況の悪化がみられ、道内企業の景況感は非常に厳しい状

況となりました。緊急事態宣言の発令によって、営業自粛や休業した企業が多く、「売上が

大幅に減少した」、「先行きの見通しが立たない」など、業況に大きく影響が出ているとの声

が多く聞かれました。このような状況下、「新しい生活様式」に対応するための、ビジネス

モデルの検討や社内外のオンライン化の推進、アフターコロナの消費変化を見据えた新商品

開発や販路開拓、社員の健康管理・衛生管理の徹底などの動きがみられます。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

＜食料品製造業＞ 新型コロナウイルスの影

響で、百貨店に出店している店舗の売上が激

減しており先行きの見通しがつかない状況。

スーパーも消費者の生活防衛や来店頻度の減

少により「売れ筋」が変化している（廉売

品・ロングライフ品に売上が集中）。アフ

ターコロナの消費変化にあわせた新商品の開

発や、販売先新チャネルの開拓が急務と感じ

ている。

＜食料品製造業＞ 飲食・宿泊（ホテル）に

出荷していた商品は激減するも、量販店向け

は堅調に推移したため、前年並みを維持。新

型コロナウイルスの影響で業務向けは来年以

降も期待できないため、在庫調整（在庫過

剰）には注意が必要と思われる。

＜食料品製造業＞ 新型コロナウイルス感染

拡大防止による外出自粛要請で、客数の減少

が続き５月度売上は前年の半分以下まで落ち

込む。緊急事態宣言の解除後も客足は回復せ

ず、厳しい状況が続く見込み。製造部門は回

復傾向にあるものの、レストラン部門は観光

客が見込めず、地元客へのセールス、衛生管

理の安全宣言を強くアピールし、少しでも来

店客の確保に努める。

＜水産加工業＞ 新型コロナウイルスの影響

で、売上・営業利益ともに大きく減少。国内

の移動が戻らない限り、売上・利益ともに元

に戻ることはない。

＜飲料品製造業＞ ３月から５月初旬にかけ

ては、新型コロナウイルスの影響で特需で

あったが、ゴールデンウィーク明けからは平

常の生産となっている。今後は夏場の気温が

業況を左右する。

＜製菓業＞ 新型コロナウイルスの影響で、

得意先の一部店舗の休業があり、大きく売上

が減少した。

＜木製品製造業＞ 新型コロナウイルスの影

響で３～５月は営業自粛や休業をしたため、

受注が下がった。この影響が６～８月に直撃

して、売上や利益に大きく反映される。

＜製材業＞ 全く売上の展望が見通すことが

できない。今まで経験したことのない状況で

あり、今年の最大の目標は企業の維持。

経営のポイント

「新しい生活様式」への対応など、コロナ禍を乗り越えるための動きもみられる
〈 企業の生の声〉

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年８月号

ｏ．２８９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１７～０２０　経営のポイント  2020.07.08 15.47.46  Page 17 



３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

５．建設業

＜鉄鋼業＞ 足元は昨年末に受注完了してい

た物件で満たされていたが、７月以降の案件

動向が読めない。業界内でも大手はオリン

ピック延期による大型案件のズレの影響を受

けそうである。案件同士が競合することで外

注の増加やそもそも受注を断念することが増

える可能性がある。地場だけではなく、札幌

圏や首都圏の案件を検討する。また同業者の

応援を含めて受注時期の合致する案件を探

す。

＜金属製品製造業＞ ４月までは新型コロナ

ウイルス影響前の受注で前年同程度の売上と

利益を確保しながら堅調推移。５月以降は単

発的に見積もりや受注があるものの大幅減収

減益は避けられない見通し。

＜機械器具製造業＞ 業況は前年並みに推移

見込み。ただし、次年度は新型コロナウイル

スの影響で不透明。

＜ゴム製品製造業＞ 昨年末の売上不振か

ら、各小売店は在庫を抱えている。予約発注

も消極的であり、消費低迷に不安。

＜印刷業＞ イベント等の中止と今後の企画

見通しが不透明で計画が立てづらい。各顧客

の体力低下による企画等が縮小し受注が減少

している。

＜建設業＞ 公共工事については、人命・災

害防止に関わることから、新型コロナウイル

ス感染拡大防止に努めて工事を進めることに

受発注者とも同意している。民間建築工事に

ついては、先行き不透明感から、新規案件に

ついては、延期のものが多くなっている。今

後、景気対策のため公共工事の発注が見込ま

れるが、資材や労働力不足が懸念される。

＜建設業＞ 今年度は農業土木中心に工事発

注が見込まれるが、今年度後半以降、公共工

事発注減少見込みにあり、下請受注の割合を

増加させる必要性が出てくるものと予想。ま

た、来年度はすでに公共工事発注大幅減とい

う想定もあり、売上の安定が課題。建築受注

については依然として資材不足が見込まれ、

完成時期の延期が予想される。

＜建設業＞ 緊急事態宣言は解除されたもの

の、当面はインバウンドが期待できず、ホテ

ル業界は札幌への新規進出時期を見送る方針

のようである。また民間設備投資意欲も減退

を余儀なくされることから、厳しい年度とな

りそう。

＜電気工事業＞ 今期前半の竣工ラッシュは

一旦終わり、以降は官公庁関連の落札・着工

を迎えている。新型コロナウイルスの影響に

ついては、公共工事やゼネコンの工事を中心

に一時的・部分的な中断や自粛・自宅待機等

の態勢を敷くなど慎重な動きはあるが、竣工

の遅延なく進めている状況。空港事業の民営

化に伴い、官庁からの受注と並行して、運営

委託会社からの受注もある。人員体制の強化

とともに対応をしていく。また、着工中の開

発工事、受注予定の道工事など、原価・経費

の見直しによる利益面については今後の課題。

経営のポイント
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６．卸売業

７．小売業

＜住宅建築業＞ 住宅ユーザー心理の冷え込

みに不安はあるが、さらなる差別化を推進す

るのみ。

＜食料品卸売業＞ 新型コロナウイルス拡

大、緊急事態宣言の影響により、年度売上に

おいて重要な新年度時期に休業を強いられた

ことにより、今後の巻き返しを図るため、新

しい生活様式にいち早く順応したビジネスを

開始しなければならない。まずは社内外でオ

ンライン化を進め、密な情報交換を行う必要

がある。

＜機械器具卸売業＞ 売上・利益とも新型コ

ロナウイルスの影響による設備投資の延期や

見送りで総じて減少している。現状では先行

きが見通せない状況といえる。しばらく内部

留保分を切り崩しての対応となる。

＜ビニール製品卸売業＞ 新型コロナウイル

スの影響が大きく、売上・利益とも減少。イ

ベントの自粛などにより、使用するものがな

くなっていることが主な要因。しばらくは回

復が見込めない。これを機に、生産活動、企

業活動、生活様式が変化すると思われるの

で、そこで使用されるものを開発していきた

い。

＜包装用品卸売業＞ 販売実績は販売先の業

績回復状況に左右されるところはあるが、営

業活動自体を制約せざるを得ない状況（新型

コロナウイルスの影響）にある。非対面型の

販売活動も取り入れながら取引先との接点を

増やし、販売活動を活発化させていきたい。

＜建材卸売業＞ 春先は新型コロナウイルス

問題が深刻になる前に受注した建築工事があ

り前年度より売上が増加したが、現在は一般

住宅の建築見送りや直接会って行う打ち合わ

せを嫌がるお客様もいて、なかなか受注が進

まない状況。

＜鋼材卸売業＞ 新型コロナウイルスの影響

が全てではないが、売上・売上数量は減少。

建設業は先々に影響が大きくなってくると思

われ、先行きが不安。

＜燃料小売業＞ 新型コロナウイルスの影響

で原油価格が下落し、販売単価が値下がりし

た。また、外出自粛により、車の使用頻度が

減り、販売数量が大幅に減少した。燃料油販

売数量の減販対策として、緊急事態宣言解除

後に販促イベントを実施する予定。

＜作業用品店＞ 建設業のお客様はやや減っ

ているが、農業のお客様や一般のお客様が増

えている。新型コロナウイルスの影響による

収入減と消費増税により、コストパフォーマ

ンスの高い作業用品店に一般客が流れてきて

いると思われる。農協の展示会が中止になっ

て農業のお客様が増えたり、巣籠り需要で園

芸系の商品が売れたり、感染対策の薄手の使

い捨て手袋が売れたりしている。世界的な食

料危機により、日本も自給率アップ、食料増

産に入ると見込まれ、巣籠り需要も続くと思

われるので、農業・ガーデニング・園芸系を

強化していく。一般顧客が作業用品に目を向

ける流れを増幅させるような施策を打ってい

く。

経営のポイント
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８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他非製造業

＜リサイクルショップ＞ 新型コロナウイル

スの影響で来客数が激減。今後は在宅ワーク

を柱に感染予防と効率化を図る。

＜タクシー業＞ コロナウイルス感染症の影

響が大きく売り上げが上がらない。今後も売

り上げ増が期待できないので、経費削減を進

めていく。

＜バス会社＞ 新型コロナウイルス感染拡大

により日本全域に緊急事態宣言が発布され、

各種イベントの中止、外出自粛、学校の休校

等により路線バス、貸切バスの利用者が大幅

に減少しており新型コロナウイルスの収束が

長期化すれば事業の存続も危ぶまれる状況で

ある。

＜運輸業＞ 当社は食品類を主に運搬してお

り、新型コロナウイルスによる影響は現在の

ところほとんどない。従って、基本的なこと

ではあるが、社員の健康管理・衛生管理を徹

底し状態を維持できるよう万全を期すること

が肝要である。

＜都市ホテル＞ 緊急事態宣言及び休業要請

により人の往来がストップして、宿泊客は急

激に減少した。東日本大震災やリーマン

ショック以上の甚大な被害を被っている。こ

のような危機的な経済状況の中、道内客→国

内客→海外客需要が前年の状況に戻ってくる

までの期間が現段階では予想できない。まず

は、道内客需要の取り込みのため、契約先企

業・団体先・会員様へのアプローチを実施し

ていく。

＜都市ホテル＞ 新型コロナウイルスの影響

で宿泊、料飲（宴会）共に大幅減収。料飲部

門は実質休業状態で先行きも見通せない状

況。感染予防の可視化など安心安全のPR活

動を進める。各種助成金を活用し、赤字の圧

縮に努める。

＜観光ホテル＞ 新型コロナウイルスの感染

拡大により、旅行並びに観光需要は皆無の状

況。宿泊キャンセルが相次ぎ、３～５月の大

半が休館を余儀なくされた。「GoToキャン

ペーン」による観光需要の喚起が行われる

が、回復には相当な時間を要すると思われ

る。緊急事態宣言解除後は、旅行の時間と移

動距離のコンパクト化により、道内経路の市

場を奪い合う構図となる。誰と旅行を楽しむ

か等、的確なターゲット選定により、変化に

対応したサービス提供を推進していく。

＜建設機械器具リース＞ 消費増税の反動お

よび新型コロナウイルス問題により、春先か

らのリフォーム自体に施工中止・延期があり

売上低下につながっていることから、協力業

者への発注も薄くなっている。

＜観光施設運営＞ 新型コロナウイルスの影

響により、観光客が大幅減少し売上減少。

＜警備業＞ 新型コロナウイルスの影響を受

けている会社の値下げ要請、解約、各種イベ

ントの中止により売上に影響が出ている。収

束後の反動に期待している。

経営のポイント
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１．新型コロナウイルスの影響
＜図表１＞

「売上の減少」（７２％）が影響の第１位

となった。業種別をみると、ホテル・旅

館業（１００％）となった。一方、「影響な

し」とした業種をみると、建設業（３１％）

が３割を超えている。

２．雇用状況＜図表２＞

「人員過剰感がある」（４０％）、「人員不

足」（１３％）、「影響なし」（４６％）となっ

た。ホテル・旅館業の「一時的休暇等に

より調整」（８５％）が目立つ結果となっ

た。

３．業務の改善＜図表３＞

「業務内容・規模の見直し」（６５％）、

「組織・人員体制の見直し」（４４％）、「従

業員のスキルアップ」（２０％）が上位と

なっている。

４．支援策＜図表４～６＞

活用した施策としては、「資金繰りな

ど金融面での支援」（３２％）が上位。活用

予定の施策としては、「資金繰りなど金

融面での支援」（２９％）、「雇用維持のため

の助成金」（２６％）などが上位となった。

今後拡充を希望する施策としては、「税

制面の特例・軽減措置の利用」（３３％）、

「設備投資への補助金等の支援」（２３％）

などが上位となった。

（n＝３７１） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�売上の減少 ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
７２ ８２ ９０ ８９ ６７ ８６ ６８ ３５ ８６ ８３ ６８ １００ ７０

�従業員の出勤停止・時差
出勤等による人繰り

② ③ ② ③ ② ③ ② ③ ② ② ③ ②
３０ ２８ ３５ ２６ ２１ ２９ ３０ ２２ ３１ ２８ ２０ ６５ ３５

�資金繰りが悪化 ③ ② ③ ② ③ ② ③ ③ ② ② ② ③
２５ ３２ ３３ ４７ １５ ４３ ２２ ６ １９ ２８ ３２ ７５ １６

�海外からの仕入れが困難 ③
１０ １０ ５ １１ １５ １０ １０ １０ ９ １５ ８ ２０ ５

�国内からの仕入れが困難
９ ５ ３ ５ ９ ５ １１ １９ ５ ８ ４ ２０ ７

�その他
５ ４ ３ ０ ６ ５ ６ ８ ９ ３ ４ ０ ５

�影響なし ③ ② ③
１５ １０ ８ １１ １５ ５ １７ ３１ ７ １３ ２４ ０ １４

臨時調査

新型コロナウイルスの道内企業の経営への影響について
７割超の企業で新型コロナウイルスの影響により売上減少

＜ 要 約 ＞

＜図表１＞新型コロナウイルスの影響（複数回答）

※○内数字は業種内の順位
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人員過剰感があるが現行通り対応 人員過剰感があり一時的休暇等により調整 人員不足 影響なし その他

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全産業 製造業 食料品 木材･
木製品

鉄鋼･
金属製
品･機械

その他の
製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル･
旅館業

その他の
非製造業
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより

回収
調査内容：新型コロナウイルスの影響について
回答期間：２０２０年５月下旬～６月中旬
本文中の略称
ｎ（number）＝有効回答数

（n＝３６８） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人員過剰感がある ４０ ５４ ６８ ６１ ３６ ５０ ３４ ２３ ４０ ３３ ２８ ９０ ２６

（現行通り対応） ２１ ２８ ３０ ２８ ２７ ２５ １８ １５ ３４ １５ ４ ５ １４

（一時的休暇等により調整） ２０ ２６ ３８ ３３ ９ ２５ １７ ７ ５ １８ ２４ ８５ １２

�人員不足 １３ １４ １８ １１ ９ １５ １３ １７ ３ １８ ２４ ５ １２

�影響なし ４６ ３２ １５ ２８ ５５ ３５ ５１ ５９ ５５ ４８ ４８ ０ ６３

�その他 １ ０ ０ ０ ０ ０ ２ １ ２ ３ ０ ５ ０

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６８５ ３７４ ５４．６％
製 造 業 １９３ １１４ ５９．１
食 料 品 ６８ ４０ ５８．８
木 材 ・ 木 製 品 ３１ １９ ６１．３
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３３ ５５．９
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２２ ６２．９
非 製 造 業 ４９２ ２６０ ５２．８
建 設 業 １３９ ７２ ５１．８
卸 売 業 １００ ５９ ５９．０
小 売 業 ８７ ４０ ４６．０
運 輸 業 ５１ ２５ ４９．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２１ ６０．０
その他の非製造業 ８０ ４３ ５３．８

＜図表２＞雇用状況

※四捨五入の関係により、合計が１００％とならない場合がある

調 査 要 項

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ３７４ １００．０％
札幌市 １４０ ３７．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８２ ２１．９
道 南 ３３ ８．８ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １５．０ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６３ １６．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

臨時調査
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（n＝３２４） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�業務内容・規模の見直し ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ②
６５ ６６ ７９ ７８ ４６ ５９ ６５ ５４ ７３ ６８ ６７ ９０ ５１

�組織・人員体制の見直し ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ①
４４ ４４ ４２ ５６ ４３ ３５ ４５ ４１ ３４ ３２ ４６ ８５ ５７

�従業員のスキルアップ
（技能・語学など）

③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③
２０ ２０ １１ ２２ ２５ ２９ ２０ １９ １１ ２１ １７ ４０ ２６

�販売先の見直し ③ ③ ③ ③
１５ ２５ ３９ ３３ ４ １８ １１ ６ １６ ６ ８ ２０ １１

�仕入先の見直し
１０ １５ １３ ２８ １１ １２ ８ ６ ９ １２ ４ １０ ９

�新業態への進出
４ ２ ０ ０ ０ １２ ５ ０ ５ ６ ４ １５ ６

�その他
１２ ８ ５ ０ １４ １２ １３ １７ １４ ９ １３ ２０ ９

（n＝３２４） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�資金繰りなど金融面での
支援

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ② ②
３２ ３８ ５１ ５３ ２０ ２６ ２９ １８ ２９ ４８ ３３ ４０ １５

�雇用維持のための助成金 ② ② ② ② ③ ② ② ③ ② ③ ② ① ①
１５ １３ ２６ １１ ３ ５ １６ ２ １３ １２ １３ ６０ ２１

�売上減少に対する現金給
付

③ ③ ③ ③ ② ② ③ ② ③ ② ② ② ③
１０ １０ １５ ５ １０ ５ １０ ４ ４ １５ １３ ４０ ６

�税制面の特例・軽減措置
の利用

③
３ １ ３ ０ ０ ０ ５ ０ ４ ３ ０ ３５ ０

�設備投資への補助金等の
支援

③
１ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ４ ３ ０ ０ ０

�販売やサービス提供の需
要喚起 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ６ ０ ０ ０

�その他
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

＜図表３＞業務の改善（複数回答）

※○内数字は業種内の順位

＜図表４＞活用した施策（複数回答）

※○内数字は業種内の順位

臨時調査
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活用した 活用予定 拡充希望

資金繰りなど
金融面での支援

雇用維持のための
助成金

売上減少に対する
現金給付

税制面の特例・
軽減措置の利用

設備投資への
補助金等の支援

販売やサービス
提供の需要喚起

その他
0%

10%

20%

30%

40%

（n＝３２４） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�資金繰りなど金融面での
支援

① ② ② ② ① ① ① ① ① ① ① ① ①
２９ ３１ ２６ ２１ ３０ ５３ ２９ ２７ ２９ ２１ ２５ ３５ ３６

�雇用維持のための助成金 ② ① ① ① ① ① ② ② ② ① ② ① ②
２６ ３７ ３８ ３２ ３０ ５３ ２１ １５ ２５ ２１ ２１ ３５ １５

�売上減少に対する現金給
付

③ ③ ③ ② ③ ③ ③ ③ ② ②
１７ ２１ １８ ２１ ２０ ２６ １５ ７ １７ １２ ２１ ２５ １５

�設備投資への補助金等の
支援

③ ③ ① ②
１４ １６ １３ ５ ２３ ２１ １２ １１ ６ ９ １３ ３５ １５

�税制面の特例・軽減措置
の利用

③ ①
１１ １１ １３ １６ ７ １１ １１ ９ ８ １２ ８ ３５ ３

�販売やサービス提供の需
要喚起 ３ ２ ３ ０ ３ ０ ４ ２ ２ ０ ０ ３０ ０

�その他
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

（n＝３２４） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�税制面の特例・軽減措置
の利用

① ① ① ① ② ① ① ① ① ① ① ③ ①
３３ ３１ ３３ ３２ ３０ ２６ ３４ ４２ ２７ ２４ ５０ ２０ ３９

�設備投資への補助金等の
支援

② ② ② ② ① ③ ② ③ ② ② ② ③
２３ ２８ ３１ ２６ ３７ １１ ２１ １６ １７ １５ ４２ ２５ ２１

�販売やサービス提供の需
要喚起

③ ③ ③ ③ ③ ② ② ① ③
２０ １８ ２８ ２１ ７ １１ ２１ ２０ １９ １２ ２１ ４０ ２１

�雇用維持のための助成金 ③ ② ② ②
１６ １３ １３ １１ ２０ ５ １８ ２５ ６ １５ ２１ １０ ２７

�資金繰りなど金融面での
支援

③ ③
１５ １０ １０ １６ １３ ０ １８ ２４ １３ １２ ２５ １０ １８

�売上減少に対する現金給
付

②
１４ １６ ２３ １１ １０ １６ １３ １６ １３ １２ ８ １５ １２

�その他
１ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ４ ０ ０ ４ ５ ０

＜図表５＞活用予定の施策（複数回答）

※○内数字は業種内の順位

＜図表６＞拡充希望の施策（複数回答）

※○内数字は業種内の順位

全産業における支援策の活用状況

臨時調査
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質問：新型コロナウイルス収束後、北海道経済や関連する業界の動向、社会の仕組みは

どのように変化していくとお考えですか。ご意見をお聞かせください。

コロナ後の北海道の変化については、経済・業界動向では、インバウンド回復の長期化、

価格競争の進展、業界再編などが、社会の仕組みでは、デジタル化の加速とリモートワーク

増加などの働き方の変化、非接触型への移行などの声が多く聞かれました。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

※「新型コロナウイルス感染症の影響」および類義語については、以下「コロナ禍」と称する

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜食品製造業＞ コロナ禍前の状態に戻るに

は数年かかるか、二度と戻らないと思う。通

販・宅配がますます伸長する。

＜食品製造業＞ 観光産業に関しては、イン

バウンド頼みから、いかに国内需要の拡大に

シフトするかが重要になってくる。その結

果、経済動向を見ながら補助する範囲を決

め、インバウンド需要が無くても充分潤う仕

組み作りが重要。

＜製材業＞ 企業倒産や廃業が増えると思

う。企業もテレワークや出勤調整など、経費

のかからない方向に進むと思われ、それによ

り消費・人件費も削減され、影響がさらに出

てくると思われる。この悪循環をなくすため

には、しばらくは政府による景気対策で資金

を投入し続けなければならないと思う。

＜製材業＞ 弊社ではより付加価値をつけた

製品製造に取り組んでいるが、今後の経済活

動は低価格のものに需要がシフトしていくと

考える。価格競争となると、大手には及ばな

いため非常に厳しくなる。

＜金属製品製造業＞ 「人」の国内活動はそ

れなりに復活していくが、国際間移動の復活

までは年単位の長期間を要すると思う。イン

バウンドの減少を覚悟しながら、これからは

グローバル化偏重から日本スタンダードへ軸

を傾けていくべきと考える。

＜金属製品製造業＞ 社会の経済活動におい

て、デジタルによる通信形態が急速に進むと

思うが、セキュリティーが追いついていける

のか心配である。また、設備投資により必要

経費が増える。

＜金属製品製造業＞ 我々の業界は大きく変

わらないと思う（テレワークの普及は難しい

ため）。ただし、リモート会議は必然的に取

り入れていかなければならない（道内の距離

というデメリット削減のため）。

＜印刷業＞ 印刷関連業界は中小零細企業が

多いので、体力の無い企業は会社を閉めると

ころが増える。

企業の生の声

コロナ後の北海道の経済・社会等の変化について
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５．建設業

６．卸売業

７．小売業

＜内装工事業＞ 観光事業の紐付け業種から

の設備投資減少により、建設業にも大きな影

響が出ると予測。事業者として、在宅勤務者

の人事考課をどのように評価するか、新たな

ルール見直しが必要である。

＜住宅建築業＞ 外出の自粛・在宅ワークに

より、働き方や生活習慣が変わってくると思

う。その部分に何らかのビジネスチャンスが

あると思う。

＜住宅建築業＞ 今後、一業種での経営には

リスクが伴うため、他業種の進出も検討する

必要がある。

＜建設業＞ 従来型の土木・建築を中心とし

た公共事業から、テレワークを中心としたイ

ンフラの公共事業が多くなると思われる。

＜建設業＞ 各種手続き、会議、物販はオン

ライン（通販）が主流になり、雇用の減少が

懸念される。

＜管工事業＞ ３密回避のため、社会的儀礼

（冠婚葬祭、挨拶回り等）が簡素化すると思

われる。

＜食料品卸売業＞ インバウンドの減少によ

る観光業、外食産業の市場規模縮小の回復は

厳しい。これらに代わる新しい産業の創出或

いは、農業その他への産業人口の移動が行わ

れる必要がある。一方でAI、その他の先進

技術の利用が標準化することが見込まれ、新

しい技術への対応力の格差が発生する。

＜食料品卸売業＞ オンライン化が加速する

と同時に、リアルな対面の効果も高まると思

う。効率的な営業手段を模索する必要がある。

＜自動車部品卸売業＞ 今後は非接触型の営

業等が主流になっていくと思う。これによ

り、札幌圏から地方都市への出張も減り、ま

すます地方都市への経済的影響が出てくるの

ではないか。

＜電気機械器具卸売業＞ テレワークなど、

働き方の見直しがこれからはもっと進んでい

き、少子高齢化社会に対応した働き方がコロ

ナ禍を機に一段と加速すると思われる。

＜ビニール製品卸売業＞ 北海道は大きな変

化がなく、時間経過とともに元に戻ると思わ

れる。

＜作業用品店＞ お金の使い方が慎重にな

り、本当に必要なもの、本当に良いものに集

中してくる。見た目だけのもの、実質が伴わ

ないもの、実は価値がなかったものなどは売

れなくなってくる。海外客頼みはダメになり、

国内客に支持されるかどうかが大事になる。

北海道は、ますます日本の食糧基地となる。

＜金物小売業＞ コロナ禍が完全に収束した

ら観光業が復活し、反動で非接触型より、

もっと接触型を要求するのではないかと思う。

＜家具小売店＞ 人の移動や集合にかかわる

産業の回復には時間を要すると思われる。特

別定額給付金の交付に伴い、耐久消費財や高

額サービスの購入に勢いがつくと予想。当

面、２次・３次の感染拡大を恐れつつも、道

内景気は底離れをすると考える。

企業の生の声
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８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他非製造業

＜運輸業＞ 「新しい生活様式」への移行は

必然と思う。例えば、事務の簡素化・IT化の

促進は相当進むと思う。札幌一極集中の流れ

から、地方に今ある資源（人的・物的）の有

効活用、Uターン現象が起きるかもしれな

い。

＜運輸業＞ 大型の店舗・旅館等が減少する

と予想。ネット環境の整備が進み、個人消費

はインターネット経由へと徐々にシフトす

る。政府の政策により、一時的に旅行や宿泊

施設も活況を取り戻すが、公共交通機関（航

空業界も含む）はまだまだ回復には程遠いと

思われる。

＜観光ホテル＞ しばらくは道内需要のみで

「ファミリー」「夫婦」「カップル」といった旅

行が許される範囲の仲間で、「少ない移動」

「少ない時間」「近場」などニーズ変化が想定

される。これまであったインバウンドや団体

ツアーは当面見込めず、個人集客の取り込み

となることから、価格競争が激しくなり、業

界淘汰が進むと考えられる。

＜都市ホテル＞ サービス・飲食業が元に戻

るのは時間がかかるため、異業種も取り入れ

るべき。

＜都市ホテル＞ コロナ禍収束後に観光需要

が戻るには長期戦が予想され、その間、競合

他社による価格競争の激化・淘汰が進むと思

われる。

＜都市ホテル＞ 大規模で儀礼的な集会、宴

会、法事などは減少し、小単位（身内）化が

進展する。

＜環境コンサルタント＞ 第一次産業、観光

業中心の産業構造には変化がないと思う。働

き方改革が、コロナ禍によって素直に受け入

れられるように感じる。当社では、テレワー

ク・直行直帰・時差出勤を続けたため、残業

時間が減少した。

＜建設コンサルタント＞ テレワーク等東京

などに比べ北海道は遅れているが、少しずつ

その効果を認識している企業も増えてきてい

る。新しい働き方を採用し変化に対応できる

企業と、旧態依然とした企業に二極化が進ん

でいくことが想定され、対応できない企業は

自然と淘汰されると予想する。

＜ソフトウェア開発業＞ 人海戦術で解決す

るような方法は激減し、リモートによる３密

の回避を軸に高スペックなソフトウェアを追

求し、より一層効率化が図られる時代になっ

て行くと想定する。

＜歯科技工業＞ 北海道経済の主幹は「観

光」と「食」だと思うので、経済の回復はワ

クチンが開発され普及されるまで、もっと先

になると思う。社会の仕組みとしては、感染

予防対策に多くの英知が集中し、今後も新た

な商品や設備が生まれてくると思う。今後は

集合型からオンラインでのWeb集会に主軸が

移ると思うので、５Gの普及が一気に進むと

考える。

企業の生の声
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（要約）

○欧州では夏のバカンスに向けた規制解除により「第二波」のリスクが高まることに。

○欧州内の新型コロナ対応の取り組みは、各国毎に大きく異なり、各国間の経済格差が拡大

するおそれ。

○域内で人の移動が自由になる年後半以降、欧州全体で足並みを揃えた取り組みが一層重要

に。

はじめに

新型コロナウイルスが、依然、世界で猛威を振るっています。年初、中国から始まった感染拡

大は、その後、欧州、米国などに急速に波及し、現在は新興国の状況が深刻になっています。

ここでは、４月初めに感染の最悪期を迎えた欧州が、現在はどのような状態にあり、今後どの

ような対策を取っていくのかについて紹介します。

その上で、今後日本国内でも予想される感染第二波への対応と経済対策のあり方について考え

たいと思います。

１．移動規制解除に大きく転じた欧州

最初に、欧州全体（EU及び英国）の新型コロナについての状況を見ると、６月下旬時点で、

感染者数は約１５０万人、死者１７万人強となっており、共にピークを越し低位安定状況にあります

（図表１）。感染者数、死亡者数にみる新型コロナの影響は各国によって大きく異なっています

が、全体としてみると、現時点では明らかな第二波の影響は見られていないのです。

一方、既に５月中旬には、欧州委員会が、欧州（EU）域内の政策方針として、段階的に移動

制限を解除する方針を打ち出しました。

元々、欧州域内の大部分の地域は国境を越えた自由な通行が可能でした。しかし、欧州各国

は、今回の新型コロナ感染拡大を受け、国境を越えた自由な通行ができないように管理していた

のです。

そのため、欧州委員会は、市民の欧州域内の移動について、デジタルデータの活用などにより

安全と健康に留意しながら移動規制を緩和することなどを提案しました。

さらに、６月中旬、欧州委員会は、「不要不急の旅行」の制限を緩和することを提案しまし

た。ここでは、各国が６月１５日までに国境コントロールを止め自由に通行するプロセスを決定

し、６月３０日までに旅行に対する制限を部分的・段階的に解除することを求めました。この提案

欧州の新型コロナ対応
－第二波への対応と経済対策－

寄稿

国際大学 特別招聘教授
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が、後で述べる各国毎の規制解除の動きにつながっていきます。

以上のような規制緩和の背景にあるものは何でしょうか。最大の理由は、夏のバカンスシーズ

ンが近づいていることです。数週間にわたる夏のバカンスは、欧州の一般市民にとって不可欠で

あるだけでなく、観光産業は欧州の域内総生産（GDP）の約１割を占める重要な産業であり、夏

の稼ぎ時を逃す訳にはいかない、という事情があります。

しかしここで懸念されるのは、いうまでもなく感染第二波の拡大です。

欧州は、元々は域内の大部分の地域で国境を越えて自由に行き来をすることができました。各

国の規制が緩和され、再び自由な通行が可能になれば、第二波対策として各国の情報共有など協

調が不可欠になる一方、対外的にも極力、加盟国間で歩調を合わせた方針を取ることが求められ

ることになります。

７月１日以降、欧州域内で自由な通行が実施されると、加盟国の内、マスクの着用や社会的距

離を取ることなど第二波対策の徹底しない国による感染再拡大の影響が他の国に及びやすくなり

ます。

さらに欧州では、日本と比較しても、マスクを着用する習慣が少ない上に、活発に移動する若

い世代の間で感染に対する危機感が小さいようです。

このように、欧州で夏のバカンスシーズンが迫る中、今回の規制解除は「見切り発車」で移動

規制の緩和が実施される面が強く、７月以降、EU内で第二波の感染拡大が本格化する可能性は

比較的高いと考えざるを得ません。

６月末、欧州委員会は、日本を含む十数か国からの旅行者などを域外から受け入れる検討を始

めました。もしこのような方針が実現すると、今後、欧州を含む海外から日本への帰国者の取り

扱いなど、海外から日本国内に第二波の影響が及ぶことが懸念されます。

国名 感染者数 死者数 １０万人当たりの
感染者数

１０万人当たりの
死者数

英国 ３１１，９６５ ４３，５７５ ４６９．２ ６５．５
スペイン ２４８，９７０ ２８，３４６ ５３２．９ ６０．７
イタリア ２４０，４３６ ３４，７４４ ３９７．９ ５７．５
ドイツ １９４，２５９ ８，９７３ ２３４．３ １０．８
フランス １６４，２６０ ２９，８１３ ２４５．２ ４４．５
スウェーデン ６７，６６７ ５，３１０ ６６４．５ ５２．１
ベルギー ６１，４２７ ９，７４７ ５３７．８ ８５．３
オランダ ５０，２２３ ６，１０７ ２９１．５ ３５．４
ポルトガル ４１，９１２ １，５６８ ４０７．６ １５．３
ポーランド ３４，１５４ １，４４４ ８９．９ ３．８

（図表１）欧州各国の新型コロナ感染者・死者数（上位１０か国）

（単位：人、２０２０年６月３０日現在）

（出所）欧州連合ホームページ資料より筆者作成
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国名・地域 ２０１９年 ２０２０年 ２０２１年

世界GDP ２．９ －４．９ ５．４

先進国・地域 １．７ －８．０ ４．８

米国 ２．３ －８．０ ４．５

ユーロ圏 １．３ －１０．２ ６．０

ドイツ ０．６ －７．８ ５．４

フランス １．５ －１２．５ ７．３

イタリア ０．３ －１２．８ ６．３

スペイン ２．０ －１２．８ ６．３

日本 ０．７ －５．８ ２．４

英国 １．４ －１０．２ ６．３

カナダ １．７ －８．４ ４．９

その他の先進国・地域 １．７ －４．８ ４．２

新興市場国と発展途上国 ３．７ －３．０ ５．９

（図表２）世界経済見通し（IMFによる実質経済成長率予測）

（単位：％）

（出所）IMF、２０２０年・２０２１年はIMF予測値

２．欧州の経済復興策は十分か

それでは、新型コロナの影響を受けた欧州経済の現状と見通しはどうでしょうか。今年６月に

発表された最新の国際通貨基金（IMF）の世界経済見通しによれば、世界全体の実質経済成長率

予測は、２０２０年－４．９％、２０２１年５．４％です。このように、世界全体で見ると、２０２０年はマイナス

成長にとどまりますが、２０２１年には前年のマイナス幅を上回るプラス成長に転じ、世界経済は復

活の道を歩むことになります。

しかし欧州の主要国で構成されるユーロ圏についてみると、２０２０年－１０．２％に大きく落ちこ

み、２０２１年になっても６．０％の成長にとどまり、経済の回復は道半ばとなる見通しです。今年１

月末にEUから離脱した英国も、ほぼ同様の状況です（図表２）。

なお、他の先進国についてみると、日本は２０２０年－５．８％、２０２１年２．４％、米国は２０２０年

－８．０％、２０２１年４．５％という見通しになっていますが、やはり欧州の落ち込み幅が最大です。ち

なみに、上に述べた２０２１年、世界全体の経済の回復を支えるのは、アジアの新興市場国です。

それでは、以上のような新型コロナによる経済の急激な落ち込みに対し、欧州はどのような対

策を考えているのでしょうか。

欧州委員会が５月２７日に公表した「欧州予算の強化・欧州のための復興計画」によれば、復興

計画は、大きく３つの柱から構成されています（図表３）。
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名 称 実施金額（予定総額） 対象期間
「パンデミック危機支援」ほか ５，４００億ユーロ（約６５兆円） ２０２０年

「次世代のEU」 ７，５００億ユーロ（約９１兆円） ２０２１年－２０２４年
多年度の財政枠組み １１，０００億ユーロ（約１３３兆円） ２０２１年－２０２７年

（図表３）欧州連合の新型コロナ対策

（出所）欧州委員会資料に基き作成（２０２０年６月３０日時点、１ユーロ＝１２０．９１円）

計画は、大きく３つの柱から構成されています（図表３）。

第一に、個人の雇用や企業のビジネスを守るための緊急対策など、セーフティーネットと呼ば

れる５，４００億ユーロ（約６５兆円）です。但し、その資金は、欧州連合（EU）の資金に加え、国際

金融資金市場から民間の資金を調達することが予定されています。

第二に、「次世代のEU」と呼ぶ７，５００億ユーロ（約９１兆円）です。２０２１年から２０２４年までの期

間に、EUの従来からの二大重点政策である「グリーンディール」と「デジタル単一市場」に追

加予算を投じようとするものです。

グリーンディールとは、温室効果ガスの削減を中心とした環境政策への取り組みであり、欧州

委員会が従来から、最重要課題として挙げている政策です。

一方、デジタル単一市場とは、国境を越えた人・モノ・カネの流れを自由にする現在の「欧州

単一市場」を、さらにAIやビッグデータの活用により高度化しようという政策です。

第三に、EUの多年度予算枠（２０２１年－２７年）を１１，０００億ユーロ（約１３３兆円）増額することで

す。ここでは各国が、EU予算を増額するための資金を拠出するかどうかという点が問題になる

でしょう。

こうしてみると、EUによる経済復興計画は、巨額のように見えますが、第一点を除けば、既

存のプロジェクトの金額を数年間にわたって増額したり、国際金融市場から民間の資金調達を予

定しており、全体の中で即効性のある部分はそれほど大きくありません。

結論を述べれば、経済再建に向けた梃子入れ策は、EUの中期予算（２０２１年－２７年）に沿って

実行されることなどから、２０２０年を中心とした急激な経済の悪化を防ぐには不十分といえるで

しょう。

３．各国毎に大きく異なる政策対応

これまでみてきたように、新型コロナへの対応と経済復興の両面で、欧州全体の取り組みより

も、結局は各国レベルの対応が重要になってきます。感染拡大防止と経済復興のバランスをどの

ように取っていくかについては、国ごとに事情が異なるのです。

以下、各国レベルの対応を考える上では、①政治家のリーダーシップ、②市民のルールに対す

る意識、③医療・経済両面の迅速な政策の実行の三点が問題になります。

まず、ドイツでは、感染のピーク時には、メルケル首相が連日メディアに出演して外出制限な
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どの大切さを国民に直接訴え、多くの国民もこれに納得して行動しました。さらに、医療の対応

が行き届き死亡率が低く留まり、大幅な財政支出と付加価値税率の引き下げ（日本の消費税に相

当、２０２０年から２０２１年の２年間、１９％から１６％へ）を実施し、補助金の給付も迅速に行われたた

め、これらの要因が好循環を生みました。

次に、フランスでは、感染のピーク時には、マクロン大統領が強力な外出制限策を全国的に実

施した上、失業が急増したこともあり、国民の間には不満も広がったようです。これを受け政府

は「第一波を克服した」として、６月１５日からパリ中心部の飲食店などの営業再開など、全国的

に行動の自由を認める方針を決定しています。

一方、南欧のイタリア・スペインの両国では、他の欧州主要国に先駆けて感染が拡大し医療崩

壊が現実化する時期もあったため、政府は常に事態の収拾に追われることになりました。また、

元々、国が財政赤字を抱えており余裕がないため、緊急対策の規模も限られてきます。一方、経

済面では観光業に依存する面が強いため、産業界や国民の要望を受け、欧州域内からの観光客受

け入れを６月中に前倒しして実施するなどの措置を取っています。

以上のように、各国間で比較すると、経済については財政支出の余裕、第二波については国民

の協力と医療水準により、各国レベルがどこまで対応し経済活動を通常に戻せるか、その程度は

大きく国によらざるを得ません。

そのため、今後、経済活動を再開しながら第二波に対応する「Withコロナ」のプロセスが進

むにつれ、ドイツと南欧の国などとの間で、各国毎の経済の回復速度に大きな格差が再び拡大す

ることになるでしょう。

なお、先に述べたIMF世界経済見通しは、メインシナリオに加え、２０２１年初頭以降、第二波が

現実化するという別のシナリオを示しています。欧州の場合、南欧を中心に、後者のリスクが高

まっていることに注意が必要です。

４．日本への示唆：「新しい日常」にどう向き合うか

最後に、これまで述べた欧州の取り組みを日本と比較すると、どのような違いがあるといえる

でしょうか。

第一に、欧州では、政府に外出規制など厳しい行動規制を実施する権限がありますが、このよ

うな強制を行うと反発を招いたり、規制を解除した場合に反動が起き、第二波の感染が起きやす

くなる面があります。

この点について、日本では、政府の緊急事態宣言は直接外出規制などを強制することができな

いものの、国民の間に自ら進んで規則を守る意識が強い点が、感染防止に役立っていると考えら

れます。

しかし、第二に、欧州では、ドイツを始め、政府の意思決定により企業・国民に対する補助金

の交付などが比較的迅速に実施されています。

これに対し日本国内では、公共部門のIT化が遅れており、補助金の給付などに時間が掛かって

いるだけでなく、現場の窓口に負担がかかりやすい面があります。
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第三に、欧州ではEUレベルでは政策の方向付けが中心であり、実効性のある政策は、感染の

状況に日々直面する各国レベルの政策が中心になりました。

これは日本の場合で言えば、国の緊急事態宣言などに対し、各地方の状況に直接対応した都道

府県の役割が重要だったことに対応します。

例えば、北海道は全国に先立ち感染が拡大し、独自に緊急事態宣言を出すなど、未知のリスク

に日々対応しながら、感染の抑制に取り組んできました。

今後、事態が徐々に安定するにつれ、地方公共団体の取り組みは、感染に対する緊急対応か

ら、公的部門のオンライン化など「新しい日常」における前向きな検討に徐々に移っていくこと

になるでしょう。

（２０２０年７月１６日記）

（参考資料）

林 秀毅「独の復活、欧州の賭け」他、（（公）日本経済研究センター「欧州経済・金融リポー

ト」、毎月１０日頃配信）

林 秀毅「『新しい日常』と地域金融」他、（中部経済新聞「視点」、毎月中旬頃に掲載）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．４ ９９．９ △３．８ ９２．１ △５．９ ９８．９ △３．６ １０８．３ ７．０ １０１．８ ２．９

２０１９年１～３月 ９７．５ △１．５ １０２．８ △２．１ ９６．４ △２．４ １０１．６ △１．７ １０６．１ ０．９ １０３．４ ０．５
４～６月 ９５．８ △１．７ １０２．８ ０．０ ９５．４ △１．０ １０１．４ △０．２ １０５．７ △０．４ １０４．４ １．０
７～９月 ９３．１ △２．８ １０１．７ △１．１ ９２．５ △３．０ １０１．３ △０．１ １０７．９ ２．１ １０３．３ △１．１
１０～１２月 ９０．９ △２．４ ９８．０ △３．６ ９０．９ △１．７ ９７．３ △３．９ １０７．４ △０．５ １０４．０ ０．７

２０２０年１～３月 ９１．２ ０．３ ９８．４ ０．４ ８９．４ △１．７ ９６．７ △０．６ １１３．６ ５．８ １０６．４ ２．３
２０１９年 ５月 ９７．２ １．７ １０４．２ １．５ ９６．３ １．４ １０２．８ ０．８ １０４．５ １．４ １０３．８ ０．４

６月 ９４．６ △２．７ １０１．５ △２．６ ９５．０ △１．３ ９９．５ △３．２ １０５．７ １．１ １０４．４ ０．６
７月 ９３．９ △０．７ １０２．２ ０．７ ９３．７ △１．４ １０２．０ ２．５ １０７．１ １．３ １０４．３ △０．１
８月 ９３．０ △１．０ １００．５ △１．７ ９２．２ △１．６ １００．０ △２．０ １０２．５ △４．３ １０４．２ △０．１
９月 ９２．４ △０．６ １０２．４ １．９ ９１．５ △０．８ １０１．８ １．８ １０７．９ ５．３ １０３．３ △０．９
１０月 ９０．０ △２．６ ９８．３ △４．０ ９１．２ △０．３ ９８．２ △３．５ １０５．５ △２．２ １０４．１ ０．８
１１月 ９２．０ ２．２ ９７．７ △０．６ ９１．６ ０．４ ９６．８ △１．４ １０６．２ ０．７ １０３．６ △０．５
１２月 ９０．７ △１．４ ９７．９ ０．２ ８９．８ △２．０ ９７．０ ０．２ １０７．４ １．１ １０４．０ ０．４

２０２０年 １月 ９０．５ △０．２ ９９．８ １．９ ８９．４ △０．４ ９７．９ ０．９ １０５．４ △１．９ １０６．２ ２．１
２月 ９１．４ １．０ ９９．５ △０．３ ８９．６ ０．２ ９８．９ １．０ １０８．８ ３．２ １０４．４ △１．７
３月 ９１．６ ０．２ ９５．８ △３．７ ８９．３ △０．３ ９３．２ △５．８ １１３．６ ４．４ １０６．４ １．９
４月 r ８３．８ △８．５ ８６．４ △９．８ r ８０．８ △９．５ ８４．３ △９．５ r１１３．３ △０．３ １０６．１ △０．３
５月 p７９．３ △５．４ ７８．７ △８．９ p７８．４ △３．０ ７６．８ △８．９ p１１３．５ ０．２ １０３．３ △２．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０ △１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，５０１△１．４ １９３，４２８ △１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２３ △５．６ ７７０，２１１ ０．１ １３３，００５ ０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６８ ０．１ ４７，２０６ △１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，６１５ △２．８ １８６，１５５ ０．２ ３１，５９１ △０．４
４～６月 ２３２，０５３ ０．４ ４６，９７６ △０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９７３ △２．０ １８７，０１６ １．０ ３２，００３ ０．１
７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８６０ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６１４ ６．０ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３
１０～１２月 ２５２，４０６△３．５ ５０，９２０△４．１ ５３，１２９ △７．６ １６，７７７ △８．６ １９９，２７６ △２．３ ３４，１４２ △１．８

２０２０年１～３月 ２３１，９２４△４．０ ４６，６７２△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０５９ △１６．４ １９２，０６８ ０．８ ３３，６１３ ２．５
２０１９年 ５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３６ △０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８５４ △１．８ ６２，３７０ ０．９ １０，７８２ ０．６

６月 ７８，２１３ １．１ １５，９８２ △０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２２１ △２．１ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６
７月 ７８，６３０△３．２ １６，２４６△４．４ １５，９０９ △５．２ ５，４１６ △３．６ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９
８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８９３ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７８ １．４ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７
９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７２１ １０．５ １７，４３１ ２６．５ ５，６１９ ２２．２ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４
１０月 ７２，２６０△６．３ １４，５７２△８．１ １３，９０６ △１４．４ ４，２６９ △１７．２ ５８，３５４ △４．１ １０，３０３ △３．７
１１月 ７８，２０４△２．２ １６，１１３△２．０ １６，４７７ △６．５ ５，４５３ △５．８ ６１，７２７ △１．０ １０，６６０ ０．１
１２月 １０１，９４２△２．３ ２０，２３４△２．８ ２２，７４６ △３．８ ７，０５５ △４．７ ７９，１９６ △１．９ １３，１７９ △１．８

２０２０年 １月 ８０，９９２△０．６ １６，０６４△１．６ １７，６４３ △２．４ ５，２１１ △３．３ ６３，３５０ △０．１ １０，８５３ △０．８
２月 ７２，５８０△２．２ １４，３８９ ０．３ １２，１４０ △２２．０ ４，０６０ △１１．８ ６０，４３９ ３．１ １０，３２９ ６．０
３月 ７８，３５２△８．９ １６，２１９△８．８ １０，０７３ △４２．４ ３，７８８ △３２．６ ６８，２７９ △０．３ １２，４３１ ２．６
４月 ７２，４６６△１０．２ １３，４５０△１８．６ ５，５６５ △６１．９ １，３９７ △７１．５ ６６，９０１ １．１ １２，０５３ ３．７
５月 ７４，００２△９．２ １４，５２９△１３．６ ３，７３８ △７５．０ １，７４４ △６４．１ ７０，２６４ ５．４ １２，７８５ ６．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年８月号

ｏ．２８９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３４～０３７　主要経済指標  2020.07.20 14.27.44  Page 34 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４ △０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１３ ２．３ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，２２３ ２．７ ６７，３６１ ５．４ １６，１０５ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，１３４ △１．１
４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５９３ ５．２ ６８，３９５ ５．５ １７，０４１ ５．１ ３７，６４２ １．９ ８，５９４ △０．２
７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，３１６ １６．８ ７２，３５１ ６．９ １８，１２８ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６
１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １７，０８２ ２．７ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４

２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８２△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７
２０１９年 ５月 １０，９５２ ６．１ ３，４７７ ７．３ ２２，３７９ ６．３ ５，７０６ ６．０ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０

６月 １１，６３０ ７．７ ３，７５２ ７．３ ２３，５７６ ５．６ ５，７５５ ５．６ １１，６５３ ２．０ ２，６８４ △０．１
７月 １２，３４５△４．３ ４，０４６△１０．４ ２３，２６２ ４．２ ５，８７８ ２．０ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１
８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１１６ １７．６ ２４，２５９ ４．７ ５，８８１ ６．４ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７
９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，３７０ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５
１０月 ８，８２１△１８．６ ２，６５９△１４．２ ２４，９５６ １５．４ ５，４２０ ０．２ １０，２７３ △１０．９ ２，５５０ △７．１
１１月 １０，５９９△７．８ ３，１８５△５．５ ２１，６０６ △０．４ ５，４６７ ３．４ １１，０９３ △５．０ ２，６２９ △２．１
１２月 １４，７７２△９．４ ４，４７８△１１．２ ２３，５９０ ４．３ ６，１９５ ４．４ １２，８４５ △７．０ ３，２０５ △４．２

２０２０年 １月 １３，４３２ ２．９ ３，８５１△０．３ ２４，４７５ １．７ ５，６８３ ６．３ ８，１８８ △１．１ ２，３２６ △１．５
２月 １０，２５１ ０．４ ３，２４５ ５．２ ２４，５３４ ９．１ ６，０６４ １９．１ ７，９１８ ５．４ ２，３４７ ９．７
３月 １２，９８８△１２．７ ３，８８５△９．５ ２３，５８３ １３．３ ６，０９７ ７．６ ９，８１６ ２．６ ２，７２３ ３．５
４月 ９，９６９△６．７ ３，０７３△９．０ ２３，１６８ ３．２ ６，１８４ １０．８ １２，２６７ ０．８ ２，９８６ ４．１
５月 １１，３６３ ３．８ ３，７９５ ８．８ ２３，１４３ ３．４ ６，０７０ ６．４ １４，９７０ ８．４ ３，３８２ １１．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７
７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０
１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ ４１３ △７．４

２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９ △０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ ２８８ △４９．１
２０１９年 ５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ １４９ １０．４

６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ １６６ １１．５
７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０△１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ ２０１ １．９
８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ １４３ △２０．４
９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３△０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ ９６ ５．４
１０月 ４９，２９９ ４．７ １０，３１４ ３．３ ２８５，４７１ １０．７ ２７９，６７１ △３．７ １，１７７ ４．０ １１２ △６．７
１１月 ４６，９３７ １．７ ９，９３８ ２．３ ２６４，２８４ △０．２ ２７８，７６５ △０．８ １，０８８ ３．３ １０９ △４．９
１２月 ５１，２３４ １．０ １０，６３３ ０．６ ３１２，１９６ ８．３ ３２１，３８０ △２．４ １，０７２ ０．５ １９２ △９．３

２０２０年 １月 ４６，０９８ １．４ ９，７１４ １．６ ２５９，２０７ １．９ ２８７，１７３ △３．１ １，００８ ０．４ １９１ △９．８
２月 ４４，１８２ ３．４ ９，３０８ ３．４ ２５５，２４０ １．９ ２７１，７３５ ０．２ ９２２ △７．５ ９４ △５４．１
３月 ４４，４７５△４．９ ９，５７７ △５．４ ２７６，０８６ ０．９ ２９２，２１４ △５．５ ３８４ △６６．０ ３ △９７．９
４月 ４３，５７７△６．５ ８，９１４ △１０．７ ２６２，５０３ △６．２ ２６７，９２２ △１１．０ １６４ △８４．２ ０ △１００．０
５月 ４５，６３９△７．２ ９，２７１ △９．６ ２４３，２５１ △１０．２ ２５２，０１７ △１６．２ １０５ △９１．２ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年８月号

ｏ．２８９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３４～０３７　主要経済指標  2020.07.20 14.28.25  Page 35 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３

２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５
４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１
７～９月 ９，３６８ △７．４ ２，３３２ △５．４ ６０１ １３．８ １１，２５８ △７．６ ２５，９８９ △２．７
１０～１２月 ７，６３１ △２０．６ ２，２２８ △９．４ ３５１ △２７．２ １０，５３４ △９．６ ２３，８４６ △１．５

２０２０年１～３月 ５，３３２ △２．５ １，９４２ △９．９ ２８０ △５．５ ９，４９７ △５．６ ２７，５８１ △１．０
２０１９年 ５月 ２，９７９ △９．２ ７２６ △８．７ １３３ △３５．３ ３，６３３ △５．１ ７，６２３ △３．７

６月 ３，８６５ １６．５ ８１５ ０．３ １６６ ７．４ ４，１５７ △１．１ １０，０９１ １２．５
７月 ３，４４３ △２．８ ７９２ △４．１ ２７４ ３９．０ ４，４１６ ２．２ ８，２５１ ０．３
８月 ３，１８６ △６．９ ７６０ △７．１ １７８ ３３．７ ３，６１９ △５．６ ７，３８６ △１４．５
９月 ２，７３９ △１３．１ ７７９ △４．９ １４８ △２４．７ ３，２２３ △２０．０ １０，３５２ ５．１
１０月 ２，６２９ △３１．６ ７７１ △７．４ １７１ ２．５ ３，３８９ △１６．９ ７，２９２ △６．１
１１月 ２，５７３ △１９．１ ７３５ △１２．７ １２１ △１７．３ ３，３４８ △９．７ ８，１５３ ５．３
１２月 ２，４２９ △６．０ ７２２ △７．９ ５９ △６５．１ ３，７９７ △１．６ ８，４０２ △３．５

２０２０年 １月 １，２４１ △１５．３ ６０３ △１０．１ ３８ △５９．６ ２，６３６ △２７．２ ６，６７５ △０．３
２月 １，７３９ １１．４ ６３１ △１２．３ ７２ △２３．０ ３，３９５ △２．２ ７，３４３ △２．４
３月 ２，３５２ △３．７ ７０７ △７．６ １７０ ５６．７ ３，４６６ １６．８ １３，５６３ △０．７
４月 ２，９５０ △１０．９ ６９２ △１２．９ ２５２ １１．９ ３，５１４ △１０．８ ７，３２７ △１７．７
５月 ２，８０４ △５．９ ６３７ △１２．３ ２６３ ９７．９ ３，７９４ ４．４ ６，３８４ △１６．３

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４

２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１
４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１
７～９月 ４８，０８１ ５．７ １６，６５６ ７．５ １６，０４１ １．９ １５，３８４ ８．１ １，１５５，４５７ ７．５
１０～１２月 ３１，１７１ △１６．６ １１，０６２ △１５．９ １０，２３５ △１７．１ ９，８７４ △１７．０ ８５９，９３２ △１６．０

２０２０年１～３月 ４４，２６７ △１０．０ １５，２２６ △１４．８ １４，７２０ △３．１ １４，３２１ △１１．０ １，１４８，４５４ △１０．０
２０１９年 ５月 １４，４７４ ０．８ ４，８８３ ７．０ ４，７８６ △１０．１ ４，８０５ ７．６ ３２７，４１８ ６．４

６月 １６，９５４ △４．５ ６，０４４ ４．８ ６，１１９ △８．６ ４，７９１ △９．５ ３６６，９７５ △２．２
７月 １６，６１０ △３．２ ５，６２４ △１．１ ６，２９８ △３．１ ４，６８８ △５．９ ３７９，４２２ ２．９
８月 １２，８６６ １．０ ４，４１９ ０．７ ４，０７０ △７．５ ４，３７７ １０．７ ３１７，１７９ ４．９
９月 １８，６０５ １９．５ ６，６１３ ２１．９ ５，６７３ １７．２ ６，３１９ １９．２ ４５８，８５６ １３．６
１０月 １０，０１３ △２６．８ ３，４２６ △２５．３ ３，１２９ △３０．７ ３，４５８ △２４．５ ２５９，９１９ △２５．１
１１月 １１，３８３ △１１．２ ３，７５４ △２０．７ ３，９７６ △７．６ ３，６５３ △３．５ ３１５，７３５ △１１．６
１２月 ９，７７５ △１０．２ ３，８８２ １．４ ３，１３０ △１１．３ ２，７６３ △２１．７ ２８４，２７８ △１１．１

２０２０年 １月 １０，２９８ △９．０ ３，４６０ △１０．３ ３，３１９ △５．７ ３，５１９ △１０．７ ３０１，１９５ △１２．１
２月 １２，６０８ △９．１ ４，２０４ △１４．８ ４，２３６ １．９ ４，１６８ △１３．０ ３６２，０５２ △９．８
３月 ２１，３６１ △１０．９ ７，５６２ △１６．８ ７，１６５ △４．６ ６，６３４ △１０．０ ４８５，２０７ △８．９
４月 １１，１２４ △２８．９ ２，９３７ △４１．７ ５，００７ △１５．６ ３，１８０ △３２．１ ２１９，２３１ △３０．４
５月 ８，１４２ △４３．７ ２，６９７ △４４．８ ３，３１２ △３０．８ ２，１３３ △５５．６ １７４，４０４ △４６．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年８月号

ｏ．２８９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３４～０３７　主要経済指標  2020.07.16 15.12.24  Page 36 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４
７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３
１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２

２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４
２０１９年 ５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ ３．０ ２．４

６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３
７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ ↑ ２．３
８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ ２．１ ２．３
９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４
１０月 ５４，４９７ １８．６ １３，４８０ ５．１ １．２７ １．４５ ３６，７０３ △０．１ ９２０，１０３ △２．６ ↑ ２．４
１１月 ２９，７３４ １０．９ ９，１１０ １１．３ １．２８ １．４８ ２９，１１６ △７．０ ８０１，７４２ △５．８ ２．４ ２．２
１２月 １３，８１６ △１０．８ ８，０３８ △３．６ １．２８ １．５３ ２６，９８７ １．８ ７７８，８７２ ３．３ ↓ ２．１

２０２０年 １月 １０，５６５ １４．５ ６，４１５ ９．６ １．１８ １．４４ ３０，３３０ △１２．２ ７９２，８６５ △１５．１ ↑ ２．３
２月 １９，２７４ ２７．８ ６，９９４ △５．４ １．１６ １．３８ ３０，３４７ △１１．３ ８０１，３５８ △１２．８ ２．５ ２．３
３月 ９９，３４８ △９．９ １４，８７０ １２．９ １．０９ １．３０ ３０，０７１ △１２．７ ７５３，３６９ △１１．４ ↓ ２．６
４月 ２１０，４０６ ３３．７ ２３，０５４ ３．２ ０．９７ １．１３ ２７，９３６ △２２．３ ６０４，３８２ △３０．４ ― ２．８
５月 １４４，８３５ △１５．７ １３，２９１ △６．４ ０．９３ １．０２ ２５，０５６ △２３．３ ５８２，６７８ △３０．７ ― ２．９

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０８ △７．１ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６
７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６
１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４４ △１３．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７

２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７
２０１９年 ５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１

６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６
７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２
８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４
９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６
１０月 １０３．４ ０．５ １０２．０ ０．４ １２ △２０．０ ７８０ ６．８ １０８．１２ ２２，９２７
１１月 １０３．６ ０．７ １０２．２ ０．５ １５ △１６．７ ７２７ １．３ １０８．８６ ２３，２９４
１２月 １０３．７ １．１ １０２．２ ０．７ １７ △５．６ ７０４ １３．２ １０９．１８ ２３，６５７

２０２０年 １月 １０３．４ １．３ １０２．０ ０．８ ２１ ３１．３ ７７３ １６．１ １０９．３４ ２３，２０５
２月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ １６ ０．０ ６５１ １０．７ １０９．９６ ２１，１４３
３月 １０３．５ １．１ １０１．９ ０．４ １６ △３８．５ ７４０ １１．８ １０７．２９ １８，９１７
４月 １０２．６ △０．２ １０１．６ △０．２ ２５ ５６．３ ７４３ １５．２ １０７．９３ ２０，１９４
５月 １０２．３ △０．５ １０１．６ △０．２ １０ △５６．５ ３１４ △５４．８ １０７．３１ ２１，８７８

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２０年４～６月期実績、２０２０年７～９月期見通し）

●新型コロナウイルスの道内企業の経営への
影響について

●寄稿
欧州の新型コロナ対応
－第二波への対応と経済対策－

ほくよう調査レポート 2020.8月号（No.289）
令和2年（2020年）7月発行
発 行 株式会社 北洋銀行
企画・制作 株式会社 北海道二十一世紀総合研究所 調査部

電話（011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終
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